
(添付資料) 

企業集団の状況 
  

当社の企業集団は、当社、連結子会社 11 社および持分法適用会社１社で構成され、レーザ機器および抵

抗溶接機器製品など産業用電気機器の製造、販売および保守をおこなっております。 

 当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 
レーザ機器製品は、当社が研究開発から製造までおこなっております。関連システムの設計製造は当社、

ユニテックミヤチコーポレーションおよびユニテックイープログループがおこなっております。 

抵抗溶接機器製品は、制御機器、計測器、電源機器および周辺機器などであり、主に当社とユニテックミ

ヤチコーポレーションおよびミヤチヨーロッパコーポレーションが開発および製造を、米亜基光電設備（上

海）有限公司が製造しております。関連するシステムの設計製造を当社、ユニテックイープログループおよ

びユニテックミヤチコーポレーションがおこなっております。 

また、当社製品は各子会社を通じ、それぞれの地域に販売しております。ユニテックミヤチコーポレーシ

ョン製品の一部は当社およびユニテックイープログループでも販売しております。 

当社と各関係会社の事業内容についての関係概要図は次のとおりであります。 

販売

販売

（韓国）
購入 販売

ﾐﾔﾁｺｰﾘｱｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ
出資

販売

（中国） 販売

購入

出資

 販売

販売 （中国）
販売

出資

販売

（日本）
出資 （中国） 販売

出資 ｴﾌ･ｴﾑ･ｲｰ株式会社 武漢華日精密
激光有限責任公司

販売 （独国）
ﾐﾔﾁﾖｰﾛｯﾊﾟ 販売

ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ
販売

（米国） 販売

購入 販売

ﾕﾆﾃｯｸﾐﾔﾁｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

出資 　  　　販売　　　　　　　出資 （蘭国） 
持株会社 出資

ﾕﾆﾃｯｸﾐﾔﾁﾖｰﾛｯﾊﾟ
ﾕﾆﾃｯｸｲｰﾌﾟﾛB.V. (蘭国)
ﾕﾆﾃｯｸｲｰﾌﾟﾛGmbH (独国) 販売

販売 ﾕﾆﾃｯｸｲｰﾌﾟﾛkft. (洪国)

（

日

本

）

　
ミ

ヤ

チ

テ

ク

ノ

ス

株

式

会

社

得

意

先

米亜基光電設備
(上海)有限公司

米亜基貿易(上海)
有限公司

ユニテックイープログループ

出資

販売

 

（注）持分法適用会社である武漢華日精密激光有限責任公司を除き全て連結子会社であります。 

 平成17年２月に、共に独国の子会社であるペコウェルディングシステムズGmbHとミヤチテクノス 

ヨーロッパGmbHが合併し、ミヤチヨーロッパコーポレーションとなりました。 

ユニテックミヤチコーポレーションは社名をミヤチユニテックコーポレーションに変更手続き中です。
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経 営 方 針 

 

１．会社の経営の基本方針 

当企業集団の経営方針は 

①革新的な技術・製品開発への挑戦を継続 

②グローバルに均一な製品・サービス提供体制を創造 

③お客様、株主の皆様、従業員、そして社会の幸せを追求 

ですが、変化する市場環境に敏速に対応し得るスピード経営の実践を推進して参ります。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

利益の配分につきましては、安定的な配当の継続を基本と致しますが、連結業績及び配当性向等

を総合的に勘案し、株主の皆様のご期待に応えて行きたいと考えております。 
     また、内部留保金は中長期の経営視点に立ち、財務体質強化を図るだけでなく、将来の成長、発

展のために必要な研究開発並びに海外子会社を含めた設備投資等に充当し、企業価値の向上を図る

所存です。 
 

   ３．投資単位引下げに関する考え方および方針 

     当社は、株主の皆様による当社株式の長期安定的な株式保有を促進するとともに、投資家層の拡

大を図るため、すでに平成12年２月に株式の投資単位を1000株から100株に引き下げております。

現状におきましては、当社株式の流動性は確保されていると認識しておりますので、当面更なる投

資単位の引き下げは考えておりません。 

 

４．目標とする経営指標 

収益性と資本効率の向上に努め、連結 ROE（株主資本当期純利益率）を１０％以上に維持継続す

ることを目標としております。 

 

５．中長期的な会社の経営戦略 

当企業集団は、企業価値の継続的な成長を目指し、収益力の向上、財務体質の強化を図る為には

グループ企業の再編を行い、更なる「選択と集中」戦略が不可欠と認識しており、平成１５年７月

に策定した平成１８年６月期を最終年度とする中期経営計画に基づく改革を進めております。この

中期経営計画の指標として、連結売上高１５０億円以上、経常利益１７億円以上の達成が最大の課

題であります。 
今期は中期経営計画の第２期で充実期と位置づけており、再編したグループ企業の収益力、財務

体質の強化を図るとともに、アジア地域への販売・サービスの拡大、特に中国での販売チャネル強

化、生産拠点の拡充を主要課題としております。第３期（平成 18 年６月期）は発展期として経営
方針に基づくグローバルに均一な製品・サービス提供体制を更に強化し、全世界での業績拡大を図

る計画です。 
 

６．会社の対処するべき課題 

当面の具体的な課題は、 
      ①中国、米亜基光電設備（上海）有限公司の当企業集団生産拠点化 
      ②欧米市場におけるレーザ関連製品の一層の拡販 
      ③サービスレベルの向上 
      ④台湾及びタイ現地法人の設立 
      ⑤株主の皆様及び従業員へのリターンの改善 
      と考えております。 
 

７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
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当社は経営の健全性、経営状況の透明性を維持しつつ効率的な経営を進める事で企業価値の最大

化を図る事をコーポレート・ガバナンスの基本と考えております。 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(a)会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバ

ナンス体制の状況 

・当社は迅速な意志決定と施策を実行するべく社内取締役６名、社外取締役１名の計７名と取締

役の員数を少数にとどめております。取締役会を少なくとも毎月１回開催し、全取締役が十分

議論を尽くして意志決定を行っております。また事業年度毎の経営責任の明確化を図る為に取

締役の任期を１年としております。 
・当社は監査役制度採用会社であり監査役会は社内監査役1名、社外監査役２名の計３名の体制

を採っております。 

・社外取締役及び社外監査役と当社との間には特別な利害関係はありません。 

・内部統制につきましては、内部監査部門として内部監査室があり、会社の業務活動が適正・効

率的に行われているかを監査しております。 

・会計監査人は中央青山監査法人を選任、監査契約を結び、正しい経営情報を提供し、公正不偏

な立場から監査が実施される環境を整備しております。顧問弁護士には経営の意志決定・管理

において法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。 

(b)会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

・取締役会の他に、取締役、執行役員及び本部長で構成される「本部長会」を毎月開催し、情報

交換及び問題点、課題、その対策を協議し、速やかな対策の実行を推進しております。 

・平成１６年９月開催の株主総会で社外取締役１名が新規に選任され、取締役の員数は現在７名

となっております。 
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経営成績および財政状態 
 
当社は、平成15年 12 月 18 日開催の第32回定時株主総会において、決算期を従来の９月30日か
ら６月30日とする定款の一部変更をおこないました。そのため、前中間連結会計期間は平成15年10
月１日から平成16年３月31日、当中間連結会計期間は平成16年７月１日から平成16年12月31日
となっております。 
また、当中間連結会計期間より製品種類の一部の名称を変え、従来の「精密接合機器」を「抵抗溶
接機器」にいたします。 
 

１．経営成績 

(1) 業績等の概況 

当中間連結会計期間における国内景気は、民間の設備投資が堅調に推移した一方で、輸出の伸

びの鈍化や個人消費の減速などから踊り場となりました。一方、海外では、米国経済およびアジ

ア経済も堅調に推移し、欧州経済は緩やかに回復しています。 

このような状況のもと、当社は平成16年7月に米国子会社ユニテックミヤチコーポレーション

からドイツの孫会社ペコウェルディングシステムズGmbH、オランダの孫会社ユニテックミヤチヨ

ーロッパからドイツのひ孫会社ミヤチテクノスヨーロッパGmbHの全株式を買取り、それらを完全

子会社化しました。両社が順調に推移したこともあり欧州子会社の売上高が回復するとともに、

アジア子会社の売上も堅調に推移しました。 

品目別売上高では、主力の製品である「レーザ機器」および「抵抗溶接機器」は自動車電装品

業界を中心に幅広い業種へ堅調に売上を伸ばしました。「レーザ機器」の売上高は、前中間連結会

計期間比27.5％増の25億24百万円（前中間連結会計期間19億80百万円）、「抵抗溶接機器」の

売上高は、前中間連結会計期間比8.7%増の31億33百万円（前中間連結会計期間28億81百万円）

となりました。一方、「システム」の売上高は、前中間連結会計期間比12.6％減の8億26百万円

（前中間連結会計期間9億45百万円）となりました。主な理由は、米国子会社で前期末に行った

事業再編により、受注活動の開始が期央からとなったためです。また、「その他」の売上高が前中

間連結会計期間比51.5％減の3億19百万円（前中間連結会計期間6億59百万円）となった理由

は、前期末に米国子会社の卸売り・請負部門を第三者へ営業譲渡（同部門の前中間連結会計期間

売上高3億82百万円）したためです。 

海外売上高では、「アメリカ」向けは、既述のとおり、前期末に行った営業譲渡や、事業再編の

影響から当地域への売上高は、前中間連結会計期間比12.6％減少し15億94百万円になりました。

「欧州」向けは、期初に完全子会社化した２社の好調な売上が寄与し、前中間連結会計期間比

23.7％増加し 18 億 34 百万円になりました。「アジア」向けは、前中間連結会計期間並みの 9 億

64百万円になりました。その結果、当中間連結会計期間の売上高は、前中間連結会計期間比5.2％

増加し68億4百万円になりました。 

一方、中国子会社を企業集団の生産拠点化するべく引続き生産指導に取組んでおります。また、

微細加工用・ガラスへのマーキング用としてＹＡＧ第３高調波（レーザ発振波長３５５ナノメー

トル）のレーザ加工機の新規製品化への準備を進めるなど開発活動にも注力しております。その

結果、当中間連結会計期間の経常利益は、前中間連結会計期間比14.6％増加し7億 56 百万円に

なりました。 

米国子会社で前期末に行った事業再編により密封溶接機の製造部門退職者による新規採用製造

要員に対する臨時技術指導等費用、欧州子会社では特別退職金等による特別損失を計上しました。

これにより、前々期より進めてきたグループ会社の再編については、当期間において最終段階を

迎えております。また、主に当社において前期に決算期を変更したことによる従業員賞与計算期

間の変更に伴う影響により法人税等調整額が増加したことなどから、当中間純利益は前中間連結

会計期間比7.5％減少し3億59百万円になりました。 
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(2) セグメント別の状況 

事業の種類別セグメントの業績につきましては、当社グループの事業が産業用電気機器の製造、

販売、保守をおこなう単一のセグメントのために、開示しておりません。 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

ア 日本 

売上高は31億34百万円（前中間連結会計期間比11.4%増）、営業利益は５億７百万円（同1.9%

増）となりました。 

イ 米国 

売上高は18億58百万円（同21.1%減）、営業利益は０百万円（同98.9%減）となりました。 

ウ 欧州 

売上高は19億47百万円（同21.1%増）、営業利益は２億25百万円（同207.2%増）となりまし

た。 

エ アジア 

売上高は７億11百万円（同27.5%増）、営業利益は98百万円（同15.4%増）となりました。 

また、海外売上高は43億92百万円で、連結売上高に占める割合は64.6%になりました。 

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
２．財政状態 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中

間連結会計期間末に比べて４億84百万円減少し、23億3百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間比11億7百万円減少し、3億12百

万円のマイナスになりました。 

税金等調整前中間純利益は、前中間連結会計期間とほぼ同じ6億63百万円となりましたが、当社

において前期に決算期を変更したことによる従業員賞与計算期間の変更で未払費用が減少したこ

と、法人税等の支払が増加したことおよび当中間連結会計期間末にかけて売上が増加したことによ

る売上債権の増加などが主な理由です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間比11億44百円減少し、12億72百

万円のマイナスとなりました。主な理由は、定期預金および国債として運用したためです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間比2億45百円増加し、2億59百万

円のマイナスとなりました。主に借入金の返済に充当したためです。 

 

キャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

  区分 
平成13年
９月期 

平成14年
９月期 

平成15年
９月期 

平成16年
６月期 

平成16年 
12月中間期 

自己資本比率 56.1% 65.6% 62.7% 70.0%  74.8% 

時価ベースの 
自己資本比率 

   58.6%    49.1%   49.3% 103.2%   98.5% 

債務償還年数    1.7    2.2   2.1   － － 

インタレスト・カバ 

レッジ・レシオ 
  13.5   12.0   8.2   22.3 － 

（注）１．上記計算は、次のとおりおこなっております。 

    ・自己資本比率：自己資本／総資産 

    ・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    ・債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 ・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

３．株式時価総額は、(中間)期末株価終値×(中間)期末発行済株式総数により算出して  

おります。 
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４．平成16年６月期は決算期変更に伴い当社及び国内子会社が９ヶ月決算となりましたの 

で債務償還年数は記載しておりません。 

５．平成16年12月中間期は営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため、債務

償還年数およびインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

 

３．通期の見通し 

通期業績予想については、原油価格、為替動向などによる景気の先行き懸念もありますが、国内

経済は企業の設備投資意欲は衰えておらず、輸出や個人消費は持直しの傾向がみられます。他方、

米国・中国の景気は引き続き底堅く推移し、欧州の緩やかな回復基調は継続すると見ております。 

このような経済環境下で、グループ各社は積極的に事業活動に取り組み更なる業績向上につとめ

る結果、通期の連結業績予想として売上高は 140 億円、経常利益は 14 億円および当期純利益は 9

億円を、通期の個別業績予想として売上高は60億円、経常利益は10億75百万円および当期純利益

は6億45百万円を見込みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

中間連結財務諸表等 
中間連結財務諸表 

(1) 中間連結貸借対照表 

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年12月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成16年６月30日) 

 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※1  2,714,033 2,255,870  4,099,309

２ 受取手形及び売掛金 ※1,2  3,467,102 3,630,093  3,406,174

３ 有価証券   73,486 247,322  75,275

４ たな卸資産 ※1  2,450,185 2,457,478  2,394,104

５ 前払費用   93,681 56,649  87,979

６ 繰延税金資産   405,008 294,554  566,343

７ その他   14,274 14,167  12,373

８ 貸倒引当金   △66,393 △49,603  △40,384

流動資産合計   9,151,378 72.1 8,906,532 67.1  10,601,175 76.1

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物及び構築物  2,215,150 2,252,502 2,237,611 

  減価償却累計額  1,121,087 1,094,062 1,201,160 1,051,341 1,146,325 1,091,286

(2) 機械装置 
  及び運搬具 

 865,559 720,823 671,657 

  減価償却累計額  574,383 291,175 519,122 201,701 515,040 156,616

(3) 工具器具及び備品  1,199,062 1,287,879 1,224,866 

  減価償却累計額  914,674 284,387 935,651 352,227 883,905 340,960

(4) 土地   842,491 851,440  847,473

(5) 建設仮勘定   23,145 1,019  1,320

有形固定資産合計   2,535,263 20.0 2,457,729 18.5  2,437,656 17.5

２ 無形固定資産   526,560 4.1 517,199 3.9  494,910 3.6

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   101,724 102,946  103,707

(2) 長期性預金   ― 800,000  ―

(3) 繰延税金資産   250,693 308,598  182,898

(4) その他   134,302 184,326  107,337

投資その他の資産 
合計 

  486,719 3.8 1,395,871 10.5  393,943 2.8

固定資産合計   3,548,543 27.9 4,370,800 32.9  3,326,509 23.9

資産合計   12,699,922 100.0 13,277,333 100.0  13,927,685 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年12月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成16年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金   1,503,283 1,604,745  1,738,317

２ 短期借入金 ※1  763,690 108,272  309,587

３ 未払金   107,112 159,417  99,737

４ 未払法人税等   244,437 170,618  294,444

５ 未払費用   694,589 484,560  901,435

６ 前受金   161,322 95,077  ―

７ 製品保証引当金   83,152 118,414  88,258

８ 繰延税金負債   53,107 8  1,053

９ その他   48,607 112,739  296,933

流動負債合計   3,659,303 28.8 2,853,854 21.5  3,729,368 26.8

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※1  161,324 ―  ―

２ 退職給付引当金   12,191 71,406  7,771

３ 役員退職慰労引当金   89,401 96,424  92,137

４ 繰延税金負債   508 148  446

５ その他   30,650 32,157  13,901

固定負債合計   294,075 2.3 200,138 1.5  114,258 0.8

負債合計   3,953,379 31.1 3,053,992 23.0  3,843,626 27.6

    

(少数株主持分)    

少数株主持分   280,621 2.2 285,474 2.2  339,061 2.4

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,181,090 9.3 1,499,090 11.3  1,499,090 10.8

Ⅱ 資本剰余金   2,375,878 18.7 2,827,129 21.3  2,826,430 20.3

Ⅲ 利益剰余金   5,219,607 41.1 5,955,610 44.8  5,681,782 40.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  7,537 0.1 9,873 0.1  8,594 0.1

Ⅴ 為替換算調整勘定   △177,345 △1.4 △300,866 △2.3  △215,906 △1.6

Ⅵ 自己株式   △140,845 △1.1 △52,970 △0.4  △54,993 △0.4

資本合計   8,465,921 66.7 9,937,866 74.8  9,744,997 70.0

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  12,699,922 100.0 13,277,333 100.0  13,927,685 100.0
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 (2) 中間連結損益計算書 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   6,467,614 100.0 6,804,492 100.0  12,052,972 100.0

Ⅱ 売上原価   3,072,179 47.5 3,407,212 50.1  6,079,483 50.4

売上総利益   3,395,434 52.5 3,397,280 49.9  5,973,489 49.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  2,557,484 39.5 2,583,861 37.9  4,781,242 39.7

営業利益   837,950 13.0 813,418 12.0  1,192,247 9.9

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息  2,342 3,595 7,923  

２ 受取配当金  50 ― 456  

３ 業務受託手数料  ― 1,853 ―  

４ 海外投資報奨金  ― 4,193 ―  

５ その他  7,789 10,181 0.1 5,511 15,154 0.2 26,821 35,202 0.3

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息  38,853 17,722 67,144  

２ 売上割引  ― ― 2,804  

３ たな卸資産評価損  27,134 22,528 33,849  

４ たな卸資産廃棄損  4,082 2,906 7,272  

５ 為替差損  112,454 25,024 95,932  

６ 持分法による 
投資損失 

 463 2,759 ―  

７ その他  5,528 188,518 2.9 1,627 72,569 1.1 4,241 211,244 1.8

経常利益   659,613 10.2 756,003 11.1  1,016,204 8.4

Ⅵ 特別利益     

１ 貸倒引当金戻入益  ― ― 5,580  

２ 退職給付引当金戻入益  ― 5,573 ―  

３ 固定資産売却益 ※2 1,679 4,471 4,321  

４ 投資有価証券売却益  5,457 ― 5,457  

５ 関係会社営業譲渡益  ― 7,136 0.1 ― 10,044 0.1 250,322 265,681 2.2

Ⅶ 特別損失     

１ 事業再編損失 ※4 ― 90,097 120,695  

２ 固定資産除却損 ※3 758 12,414 3,294  

３ 投資有価証券売却損  1,184 ― 1,184  

４ その他  410 2,353 0.0 289 102,800 1.5 410 125,585 1.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  664,397 10.3 663,247 9.7  1,156,301 9.6

法人税、住民税 
及び事業税 

 240,853 201,740 345,829  

還付法人税等  △7,307 △2,433 △37,781  

法人税等調整額  26,857 260,403 4.0 109,805 309,112 4.5 △9,569 289,478 2.5

少数株主利益又は 
少数株主損失(△) 

  15,353 0.3 △5,275 △0.1  △89 △0.0

中間(当期)純利益   388,639 6.0 359,410 5.3  857,911 7.1
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(3) 中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  2,372,338 2,826,430  2,372,338

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 増資による新株式発行  ― ―  317,466 

 ２ 自己株式処分差益  3,540 3,540 699 699 136,625 454,091

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

 2,375,878 2,827,129  2,826,430

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  4,887,794 5,681,782  4,887,794

Ⅱ 利益剰余金増加高    

  中間(当期)純利益  388,639 388,639 359,410 359,410 857,911 857,911

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 配当金  46,309 74,682  46,309 

２ 役員賞与  7,200 10,900  7,200 

 ３ その他  3,317 56,827 ― 85,582 10,413 63,923

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

 5,219,607 5,955,610  5,681,782

（注）利益剰余金減少高の「その他」は、在外連結子会社における従業員奨励福利基金への積立額であります。 
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度の要約

連結キャッシュ・ 

フロー計算書 

(自 平成15年10月１日

至 平成16年６月30日)

区分 
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間(当期)純利益  664,397 663,247 1,156,301

減価償却費  174,918 159,522 291,450

連結調整勘定償却額  71,432 68,096 104,907

貸倒引当金の増加額(△は減少)  △1,888 10,454 △29,331

製品保証引当金の増加額  11,189 29,401 15,831

退職給付引当金の増加額(△は減少)  △10,678 60,763 ―

受取利息及び受取配当金  △2,392 △3,595 △8,380

支払利息  38,853 17,722 67,144

関係会社の営業譲渡益  ― ― △250,322

売上債権の減少額(△は増加)  101,965 △235,160 1,463

たな卸資産の増加額  △147,481 △95,636 △224,904

仕入債務の増加額(△は減少)  6,930 △116,719 305,515

未収入金の減少額  3,593   5,526 ―

未払消費税等の増加額(△は減少)  ― △14,792 8,909

未払金の増加額(△は減少)  △29,604  51,502 △64,050

未払費用の増加額(△は減少)  ― △406,631 148,818

前受金の増加額(△は減少)  45,194 △145,275 132,385

その他  58,151 △20,466 190,305

小計  984,581 27,959 1,846,042

利息及び配当金の受取額  2,078 1,877 7,710

利息の支払額  △33,017 △17,777 △67,088

法人税等の支払額  △246,184 △326,604 △407,017

法人税等の還付額  87,457 2,433 116,506

営業活動によるキャッシュ・フロー  794,915 △312,110 1,496,154

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出  ― △200,091 ―

長期性預金の預入による支出  ― △800,000 ―

有形固定資産の取得による支出  △123,288 △178,775 △237,959

有形固定資産の売却による収入  2,734 29,364 15,079

無形固定資産の取得による支出  △23,737 △123,879 △40,688

投資有価証券の売却による収入  20,700 ― 20,700

関係会社の営業譲渡による収入  ― ― 537,816

その他  △4,289 663 33

投資活動によるキャッシュ・フロー  △127,880 △1,272,717 294,981

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入  ― 262,419 ―

短期借入金の返済による支出  △142,818 △444,733 △456,555

長期借入金の返済による支出  △330,473 ― △595,716

株式発行による収入  ― ― 635,466

親会社による配当金の支払額  △46,020 △74,682 △46,108

自己株式の売却による収入  14,280 2,157 233,479

自己株式の取得による支出  △169 △134 ―

その他  ― △4,288 △431

財務活動によるキャッシュ・フロー  △505,201 △259,262 229,866

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △17,640 △27,392 △30,012

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  144,192 △1,871,482 1,531,256

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,643,327 4,174,584 2,643,327

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 2,787,520 2,303,102 4,174,584
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

１ 連結の範囲に関する事
項 

子会社はすべて連結しており
ます。 
連結子会社の数は11(国内１、
海外10社)であり、主要な連結
子会社は次のとおりでありま
す。 
・エフ・エム・イー株式会社
・ユニテックミヤチコーポレ
ーション 

・ユニテックイープロB.V. 
・ミヤチテクノスヨーロッパ
GmbH 

・ミヤチコーリアコーポレー
ション 

・米亜基貿易(上海)有限公司
なお、ユニテックイープロ
EURLを平成15年11月28日付で
清算いたしました。 

子会社はすべて連結しており
ます。 
連結子会社の数は11(国内１、
海外10社)であり、主要な連結
子会社は次のとおりでありま
す。 
・ユニテックミヤチコーポレ
ーション 

・ユニテックイープロB.V. 
・ミヤチヨーロッパコーポレ
ーション 

・ミヤチコーリアコーポレー
ション 

・米亜基貿易(上海)有限公司
なお、平成17年２月に、共に
独国の子会社であるペコウェ
ルディングシステムズGmbHと
ミヤチテクノスヨーロッパ
GmbHが合併し、ミヤチヨーロ
ッパコーポレーションとなり
ました。 

子会社はすべて連結しており
ます。 
連結子会社の数は11(国内１、
海外10社)であり、主要な連結
子会社は次のとおりでありま
す。 
・エフ・エム・イー株式会社
・ユニテックミヤチコーポレ
ーション 

・ユニテックイープロB.V. 
・ミヤチテクノスヨーロッパ
GmbH 

・ミヤチコーリアコーポレー
ション 

・米亜基貿易(上海)有限公司
なお、ユニテックイープロ
EURL（仏国）を平成15年11月
28日付で清算いたしました。

２ 持分法の適用に関する
事項 

持分法を適用した関連会社の
数       １社 
会社等の名称 
武漢華日精密激光有限責任公
司 

持分法を適用した関連会社の
数       １社 
会社等の名称 
武漢華日精密激光有限責任公
司 

持分法を適用した関連会社の
数       １社 
会社等の名称 
武漢華日精密激光有限責任公
司 

３ 連結子会社の中間決算
日(決算日)等に関す
る事項 

連結子会社のうち米亜基貿易
(上海)有限公司および米亜基
光電設備(上海)有限公司の決
算日は12月31日であり、その
他の連結子会社の中間決算日
は12月31日であります。 
中間連結財務諸表の作成にあ
たって、エフ・エム・イー株
式会社は平成16年３月31日付
仮決算による財務諸表を、米
亜基貿易(上海)有限公司およ
び米亜基光電設備(上海)有限
公司は平成15年12月31日現在
の財務諸表を、その他の連結
子会社は各社の中間決算日現
在の財務諸表をそれぞれ使用
しております。 
ただし、各社の中間決算日(米
亜基貿易(上海)有限公司およ
び米亜基光電設備(上海)有限
公司については決算日)の翌
日から中間連結決算日までの
期間に発生した重要な取引に
ついては、連結上必要な調整
をおこなっております。 
なお、清算したユニテックイ
ープロEURLにつきましては、
清算時までの損益計算書のみ
を連結しております。 

連結子会社のうち米亜基貿易
(上海)有限公司および米亜基
光電設備(上海)有限公司の決
算日は12月31日であります。
中間連結財務諸表の作成にあ
たって、米亜基貿易(上海)有
限公司および米亜基光電設備
(上海)有限公司は平成16年12
月31日現在の財務諸表を使用
しております。 
なお、その他の連結子会社の
中間連結会計期間の末日は、
中間連結決算日と一致してお
ります。 
 

連結子会社のうち米亜基貿
易(上海)有限公司および米
亜基光電設備(上海)有限公
司の決算日は12月31日であ
ります。 
連結財務諸表の作成に当た
っては、連結決算日現在で実
施した仮決算に基づく財務
諸表を使用しております。 
なお、その他の連結子会社の
事業年度の末日は、連結決算
日と一致しております。 
また、清算したユニテックイ
ープロEURL（仏国）につきま
しては、清算時までの損益計
算書のみを連結しておりま
す。 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

４ 会計処理基準に関する
事項 

   

 (1) 重要な資産の評価基
準及び評価方法 

① 有価証券 
  ――――――――― 
 
ｂその他有価証券 

   時価のあるもの…中間
決算日の市場価格等
に基づく時価法(評価
差額は全部資本直入
法により処理し、売却
原価は移動平均法に
より算定) 

① 有価証券 
  ａ満期保有目的の債券 
   償却原価法(定額法) 
ｂその他有価証券 

   時価のあるもの…同左

① 有価証券 
  ――――――――― 
 
ｂその他有価証券 

   時価のあるもの…決算
日の市場価格等に基
づく時価法(評価差額
は全部資本直入法に
より処理し、売却原価
は移動平均法により
算定) 

    時価のないもの…移動
平均法による原価法 

   時価のないもの…同左    時価のないもの…同左

 ② たな卸資産 
 (イ)製品 
   標準品は総平均法によ

る原価法、特注品は個
別法による原価法 

② たな卸資産 
 (イ)製品 

同左 

② たな卸資産 
 (イ)製品 

同左 

  (ロ)半製品 
   総平均法による原価法

 (ロ)半製品 
同左 

 (ロ)半製品 
同左 

  (ハ)原材料 
   総平均法による低価法

 (ハ)原材料 
同左 

 (ハ)原材料 
同左 

  (ニ)仕掛品 
   個別法による原価法 

 (ニ)仕掛品 
同左 

 (ニ)仕掛品 
同左 

  (ホ)貯蔵品 
   最終仕入原価法 
   ただし、海外連結子会

社は主として先入先
出法による低価法 

 (ホ)貯蔵品 
同左 

 (ホ)貯蔵品 
同左 

 ③ デリバティブ 
  時価法 

③ デリバティブ 
同左 

③ デリバティブ 
同左 

 (2) 重要な減価償却資産
の減価償却方法 

① 有形固定資産 
  当社および国内連結子会
社は定率法によってお
ります。 

  ただし、平成10年度の税
制改正に伴い、平成10年
10月１日以降に取得し
た建物(建物附属設備を
除く)については、定額
法によっております。 

  在外連結子会社は主とし
て定額法によっており
ます。 

  なお、主な耐用年数は建
物及び構築物が３年～
50年、機械装置及び運搬
具が２年～11年、工具器
具備品が２年～10年で
あります。 

① 有形固定資産 
同左 

① 有形固定資産 
同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

 ② 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、

社内における見込利用

可能期間(５年)による

定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

  当社は債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。 

  連結子会社は主として債

権の回収可能性を勘案

して引当計上しており

ます。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 製品保証引当金 

  製品販売後のアフターサ

ービス費の発生に備え

るため、売上高に対する

過去の経験率により算

定した額を計上してお

ります。 

② 製品保証引当金 

同左 

② 製品保証引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

  当社、国内連結子会社お

よびミヤチコーリアコ

ーポレーションは従業

員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末に発生してい

ると認められる額を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

当社、国内連結子会社お

よびミヤチコーリアコ

ーポレーションは従業

員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、計上しており

ます。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

  当社およびミヤチコーリ

アコーポレーションは、

役員の退職慰労金支出

に備えるため、内規にも

とづく中間期末要支給

額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

  当社およびミヤチコーリ

アコーポレーションは、

役員の退職慰労金支出

に備えるため、内規にも

とづく期末要支給額を

計上しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

 (4) 重要なリース取引の

処理方法 

当社及び国内連結子会社は、

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

(5) 重要なヘッジ会計

の方法 

 

 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて  

は繰延ヘッジによってお

ります。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段… 

金利スワップ 

ｂ．ヘッジ対象… 

リース債務 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

リース債務の金利変動リ

スクを回避する目的で金

利スワップ取引をおこな

っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ有効性の評価は、ヘ

ッジ対象とヘッジ手段に

ついてそれぞれのキャッ

シュ・フロー総額の変動幅

を比較しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (6) その他中間連結財務

諸表(連結財務諸

表)作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キ

ャッシュ・フロー計算

書)における資金の範

囲 

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から

３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっており

ます。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３

ケ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっておりま

す。 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

６ その他連結会計方針と

して重要な事項 

―――――― ―――――― 連結決算日の変更 

当社は平成15年12月18日開催

の第32回定時株主総会におけ

る定款の一部変更により、決

算日を９月30日から６月30日

に変更いたしました。したが

いまして、当連結会計年度か

ら連結決算日は６月30日とな

り、当連結会計年度の会計期

間は、平成15年10月１日から

平成16年６月30日の９ヶ月で

あります。 

連結子会社エフ・エム・イー

株式会社は従来から９月30日

で仮決算をおこなっておりま

すので、当連結会計年度の会

計期間は当社と同じ９ヶ月で

あります。 

その他の連結子会社の当連結

年度の会計期間は、平成15年

７月１日から平成16年６月30

日の12ヶ月であります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 17

表示方法の変更 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

（連結貸借対照表） 

１ 前中間連結会計期間において独立掲記しておりました

「未収税金」（当中間連結会計期間 4,055千円）は、資

産総額の100分の５以下となったため、当中間連結会計

期間より流動資産の「その他」に含めて表示することに

変更しました。 

２ 前中間連結会計期間において独立掲記しておりました

「預り金」（当中間連結会計期間 5,709千円）は、負債、

少数株主持分及び資本の合計の100分の５以下となった

ため、当中間連結会計期間より流動負債の「その他」に

含めて表示することに変更しました。 

３ 前中間連結会計期間において機械装置及び運搬具に含め

て表示しておりましたユニテックミヤチコーポレーショ

ンのコンピュータ装置（当中間連結会計期間末帳簿価額

23,193千円）は、より適正な表示とするため、当中間連

結会計期間より工具器具及び備品として表示しておりま

す。 

（連結貸借対照表） 

―――――― 

（連結損益計算書） 

１ 前中間連結会計期間において独立掲記しておりました

「仕入割引」（当中間連結会計期間 12千円）は、営業外

収益の総額の100分の10以下となったため当中間連結会

計期間より営業外収益の「その他」に含めて表示するこ

とに変更しました。 

２ 前中間連結会計期間において独立掲記しておりました

「売上割引」（当中間連結会計期間 1,728千円）は、営業

外費用の総額の100分の10以下となったため当中間連結

会計期間より営業外費用の「その他」に含めて表示する

ことに変更しました。 

（連結損益計算書） 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 18

注 記 事 項 
 

【中間連結貸借対照表関係】 
 

前中間連結会計期間末 
(平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年12月31日) 

前連結会計年度末 
(平成16年６月30日) 

※１担保資産及び対応債務 
担保に供している資産 
現金及び預金 39,385千円 
売掛金 1,824,823千円 
たな卸資産 1,242,733千円 

  計 3,106,942千円 
上記に対応する債務 
短期借入金 597,206千円 
１年以内に返済予定の 
長期借入金 54,850千円 
長期借入金 122,806千円 

  計 774,863千円 
 

※１担保資産及び対応債務 
担保に供している資産 
売掛金 742,791千円
たな卸資産 926,047千円

  計 1,668,838千円
 
上記に対応する債務 
短期借入金 108,272千円
 
 
 
 

 

※１担保資産及び対応債務 
担保に供している資産 
現金及び預金 28,962千円
売掛金 192,872千円
たな卸資産 452,928千円

  計 674,762千円
上記に対応する債務 
短期借入金 282,565千円
 
 
 
 

 
※２    ―――――― 
 
 
 

※２満期手形の処理 

  中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間末日が

金融機関の休日であったため、次

の中間連結会計期間末日満期手形

が、中間連結会計期間末残高に含

まれております。 

受取手形      67,309千円

※２    ―――――― 
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【中間連結損益計算書関係】 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な
費目及び金額は次のとおりであ
ります。 
販売手数料 222,540千円 
給料 816,448千円 
研究開発費 292,706千円 
減価償却費 90,626千円 

貸倒引当金 
繰入額 

2,293千円 

製品保証 
引当金繰入額 

46,283千円 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

5,947千円 

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な
費目及び金額は次のとおりであ
ります。 
販売手数料 184,440千円
給料 824,143千円
研究開発費 282,888千円
減価償却費 78,775千円

貸倒引当金 
繰入額 

3,403千円

製品保証 
引当金繰入額

50,118千円

役員退職慰労
引当金繰入額

6,185千円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な
費目及び金額は次のとおりであ
ります。 
販売手数料 458,990千円
給料 1,659,943千円
研究開発費 402,657千円
減価償却費 160,718千円

貸倒引当金 
繰入額 

12,412千円

製品保証 
引当金繰入額 

58,554千円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

8,683千円

 
※２ 固定資産売却益の内訳は次のと

おりであります。 

機械装置 
及び運搬具 

1,031千円 

工具器具 
及び備品 

647千円 

 計 1,679千円 
 

※２ 固定資産売却益は、すべて機械
装置及び運搬具の売却益であり
ます。 

 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のと
おりであります。 

機械装置 
及び運搬具 

3,673千円

工具器具 
及び備品 

647千円

 計 4,321千円
 
※３ 固定資産除却損は、すべて工具

器具及び備品の除却損でありま
す。 

 

※３ 固定資産除却損は、すべて工具
器具及び備品の除却損でありま
す。 

 

 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のと
おりであります。 

建物及び構築物 7,269千円

機械装置 
及び運搬具 

452千円

工具器具 
及び備品 

4,692千円

 計 12,414千円
 

 

 

 

 

※４     ―――――― ※４ 事業再編損失の主な内容は、
米国子会社における事業集約後
の技術指導料（28,271千円）お
よび欧州子会社における人員削
減に伴う特別退職金（23,956千
円）であります。 

※４ 事業再編損失の主な内容は、欧
米子会社にかかる人員削減に伴
う特別退職金（79,617千円）お
よび事業集約による設備移設費
用（23,199千円）であります。 

 

 

【中間連結キャッシュ・フロー計算書関係】 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成16年３月31日現在) 

現金及び 
預金残高 

2,714,033千円

有価証券勘定に 
含まれるマネ
ー・マネージメ 
ント・ファンド 

73,486千円

現金及び 
現金同等物 

2,787,520千円

 

(平成16年12月31日現在)

現金及び 
預金残高 

2,255,870千円

有価証券勘定に
含まれるマネ
ー・マネージメ
ント・ファンド

 47,231千円

現金及び 
現金同等物 

2,303,102千円

 

(平成16年６月30日現在)

現金及び 
預金残高 

4,099,309千円

有価証券勘定に
含まれるマネ
ー・マネージメン
ト・ファンド 

75,275千円

現金及び 
現金同等物 

4,174,584千円
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セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

  前中間連結会計期間（自 平成15年10月１日 至 平成16年３月31日） 

  全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「産業用電気機械器具事業」の割合がいずれ

も90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

  当中間連結会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

  全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「産業用電気機械器具事業」の割合がいずれ

も90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

  前連結会計年度（自 平成15年10月１日 至 平成16年６月30日） 

  全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「産業用電気 

機械器具事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して 

おります。 

 

２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成15年10月１日 至 平成16年３月31日) 
(単位：千円) 

 日本 米国 欧州 アジア 計 
消去 
又は全社 

連結 

  売上高   

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

2,285,245 2,145,274 1,519,492 517,602 6,467,614 ― 6,467,614

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は 
   振替高 

528,779 209,819 88,648 40,651 867,898 (867,898) ―

計 2,814,025 2,355,093 1,608,140 558,253 7,335,513 (867,898) 6,467,614

  営業費用 2,315,724 2,273,479 1,534,585 473,009 6,596,799 (967,135) 5,629,664

  営業利益 498,300 81,613 73,555 85,244 738,713 99,236 837,950

(注) １ 営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
２ 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 
 (1) 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 
 (2) 各区分に属する主な国または地域 
     欧州………独国、蘭国、仏国 
     アジア……韓国、中国 

 
当中間連結会計期間(自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日) 

(単位：千円) 

 日本 米国 欧州 アジア 計 
消去 
又は全社 

連結 

  売上高   

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

2,541,469 1,785,720 1,862,421 614,881 6,804,492 ― 6,804,492

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は 
   振替高 

592,629 72,827 85,370 96,851 847,679      (847,679) ―

計 3,134,098 1,858,547 1,947,791 711,733 7,652,171      (847,679) 6,804,492

  営業費用 2,626,467 1,857,660 1,721,831 613,370 6,819,328      (828,255) 5,991,073

  営業利益 507,631    887 225,960 98,362 832,842      ( 19,423) 813,418

(注) １ 営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
２ 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 
 (1) 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 
 (2) 各区分に属する主な国または地域 
     欧州………独国、蘭国、仏国 
     アジア……韓国、中国 
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前連結会計年度(自 平成15年10月１日 至 平成16年６月30日) 
(単位：千円) 

 日本 米国 欧州 アジア 計 
消去 
又は全社 

連結 

  売上高   

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

3,385,043 4,550,246 2,981,323 1,136,358 12,052,972 － 12,052,972

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は 
   振替高 

921,331 246,225 208,612 72,740 1,448,910 ( 1,448,910 ) －

計 4,306,375 4,796,472 3,189,936 1,209,099 13,501,883  ( 1,448,910 ) 12,052,972

  営業費用 3,604,320 4,616,847 3,176,765 1,010,459 12,408,393 ( 1,547,667 ) 10,860,725

  営業利益 702,054 179,624 13,170 198,639 1,093,490       98,757 1,192,247

(注) １ 営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
２ 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 
 (1) 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 
 (2) 各区分に属する主な国または地域 
     欧州………独国、蘭国、仏国 
     アジア……韓国、中国 

 

３．海外売上高 

前中間連結会計期間(自 平成15年10月１日 至 平成16年３月31日) 

(単位：千円) 

 米国 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 1,824,767 1,482,905 973,407 4,281,080

Ⅱ 連結売上高  6,467,614

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

28.2％ 22.9％ 15.1％ 66.2％

(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 
２ 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 
 (1) 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 
 (2) 各区分に属する主な国または地域 
     欧州………独国、蘭国、仏国 

アジア……韓国、中国 

 
当中間連結会計期間(自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日) 

(単位：千円) 

 アメリカ 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 1,594,478 1,834,153 964,295 4,392,927

Ⅱ 連結売上高  6,804,492

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

23.4％ 27.0％ 14.2％ 64.6％

(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 
２ 従来「米国」としておりました国又は地域の区分を、当中間連結会計期間より「アメリカ」に変更いたしました。こ
れは、「米国」の中に含めておりましたアメリカ合衆国以外の北中南米地域への売上高が、今後増加すると思われる
ためであります。 

３ 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 
 (1) 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 
 (2) 各区分に属する主な国または地域 
     アメリカ…米国、カナダ、中南米 
     欧州………独国、蘭国、仏国 
     アジア……韓国、中国 
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前連結会計年度(自 平成15年10月１日 至 平成16年６月30日) 

(単位：千円) 

 米国 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 3,950,177 2,934,887 1,915,948 8,801,013

Ⅱ 連結売上高  12,052,972

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

32.8％ 24.3％ 15.9％ 73.0％

(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 
２ 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 
 (1) 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 
 (2) 各区分に属する主な国または地域 
     欧州………独国、蘭国、仏国 
     アジア……韓国、中国 
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リース取引関係 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

 
取
相
(

累
相
(

残
得価額 
当額 
千円) 

減価償却 
計額 
当額 
千円) 

中間期末 
高相当額 
(千円) 

機
及

5 2 2
械装置 
び運搬具 

6,539 8,732 7,807 

工
及

4 2 1
具器具 
び備品 

3,032 6,700 6,332 

合 9 5 4計 9,571 5,432 4,139 

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 (1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

 
取
相
(

中
残

得価額
当額
千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

間期末
高相当額
(千円)

機
及

5 2 3
械装置 
び運搬具

7,489 4,063 3,425

工
及

2 2 9
具器具 
び備品 

9,419 0,000 ,419

合 8 4 4計 6,909 4,064 2,845

(注) 同左 

 (1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

 相
(

残
取得価額 
当額 
千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
高相当額
(千円)

機
及

5 2
械装置 
び運搬具

4,247 9,325 24,921

工
及

4 2
具器具 
び備品 

3,032 9,242 13,790

合 9 5計 7,279 8,567 38,712

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 18,870千円

１年超 25,269千円

合計 44,139千円

(注)未経過リース料中間期末残高相

当額は、有形固定資産の中間期

末残高等に占める未経過リース

料中間期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 18,340千円

１年超 24,504千円

合計 42,845千円

(注) 同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 17,238千円

１年超 21,474千円

合計 38,712千円

(注)未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 11,466千円 

減価償却費 
相当額 

11,466千円 
 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 10,731千円

減価償却費 
相当額 

10,731千円
 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 16,894千円

減価償却費 
相当額 

16,894千円
 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

   未経過リース料 

１年以内 175,102千円 

１年超 1,035,026千円 

合計 1,210,128千円 
  

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

   未経過リース料 

１年以内 146,280千円

１年超 831,800千円

合計 978,081千円
 

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

   未経過リース料 

１年以内 169,575千円

１年超 787,265千円

合計 956,840千円
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有価証券 

前中間連結会計期間末（平成16年３月31日現在） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 
                                   （単位：千円） 

  区分 取得原価 
中間連結貸借対照表 

計上額 
差額 

株   式 55,450 68,103   12,652 

２．その他有価証券で時価評価されていないもの 
                        （単位：千円） 

区分 
中間連結貸借対照表 

計上額 

(1)マネー・マネージメント・ファンド 73,486 
(2)非上場株式（店頭売買株式を除く） 14,963 

 

 

当中間連結会計期間末（平成16年12月31日現在） 
１．時価のある有価証券 

                  （単位：千円） 

区分 
中間連結貸借対照表

計上額 
時価 差額 

(1)満期保有目的の債券    
  国債・地方債等 200,091 200,087   △3 

区分 取得原価 
中間連結貸借対照表 

計上額 
差額 

(2)その他有価証券    
  株式 55,450 72,025 16,574 

２．時価評価されていない主な有価証券 

                           （単位：千円） 

区分 
中間連結貸借対照表 

計上額 

その他有価証券  

(1)マネー・マネージメント・ファンド 
(2)非上場株式（店頭売買株式を除く） 

47,231 
14,963 

 

前連結会計年度末（平成16年６月30日現在） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

                  （単位：千円） 

区分 取得原価 
連結貸借対照表 
計上額 

差額 

株   式 55,450 69,878   14,427 

２．その他有価証券で時価評価されていないもの 

（単位：千円） 

区分 
連結貸借対照表 
計上額 

(1)マネー・マネージメント・ファンド 
(2)非上場株式（店頭売買株式を除く） 

75,275 
14,963 
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デリバティブ取引 

前中間連結会計期間末（平成16年３月31日現在） 

（単位：千円） 

対象物の種類   取引の種類  契約額等 契約額等のうち１年超 時価 評価損益 

金利 スワップ取引 611,500 596,637  △91,700 △91,700

 （注）時価については、取引先金融機関等より提示された価格等に基づき算定しております。 

 

    当中間連結会計期間末（平成16年12月31日現在） 

（単位：千円） 

対象物の種類   取引の種類 契約額等 契約額等のうち１年超 時価 評価損益 

金利 スワップ取引 631,746 614,878 △127,523 △127,523

  （注）時価については、取引先金融機関等より提示された価格等に基づき算定しております。 

 
前連結会計年度末（平成16年６月30日現在） 
                                      （単位：千円） 

対象物の種類   取引の種類 契約額等 契約額等のうち１年超 時価 評価損益 

金利 スワップ取引 592,090  577,010 △68,735 △68,735

  （注）時価については、取引先金融機関等より提示された価格等に基づき算定しております。 
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生産、受注及び販売の状況 
 
１．生産実績 
                                            （単位：千円） 

種  類 
前中間連結会計期間 

（平成15年10月～平成16年３月） 

当中間連結会計期間 

（平成16年７月～平成16年12月） 
増減率 

レ ー ザ 機 器 1,846,241 2,144,281  16.1% 

抵抗溶接機器 2,947,409 3,398,548  15.3% 

シ ス テ ム   816,643   808,645   △1.0% 

合  計 5,610,294 6,351,474    13.2% 

（注）１．金額には、消費税等は含んでおりません。 

    ２．金額は、販売価額で表示しております。 

    ３．従来「精密接合機器」としていた製品種類を、当中間連結会計期間より「抵抗溶接機器」に変

更いたしました。 
 
２．受注状況 
                                                （単位：千円） 

前中間連結会計期間 

（平成15年10月～平成16年３月）

当中間連結会計期間 

（平成16年７月～平成16年12月） 種  類 

 受注高 受注残  受注高 増減率 受注残 増減率

レ ー ザ 機 器 2,001,705 590,241 2,275,025 13.7% 664,739 12.6%

抵抗溶接機器 2,987,902 517,821 3,213,932 7.6% 676,569 30.7%

シ ス テ ム 949,056 624,265 749,917 △21.0% 314,164 △49.7%

合  計 5,938,664 1,732,328 6,238,875 5.1% 1,655,473 △4.4%

（注）１．金額には、消費税等は含んでおりません。 

２．受注数量は、製品種類が多岐にわたり表示が困難なため省略いたしました。 

３．従来「精密接合機器」としていた製品種類を、当中間連結会計期間より「抵抗溶接機器」に変

更いたしました。 
 
３．販売実績 
                                             （単位：千円） 

種  類 
前中間連結会計期間 

（平成15年10月～平成16年３月） 

当中間連結会計期間 

（平成16年７月～平成16年12月） 
増減率 

レ ー ザ 機 器 1,980,649 2,524,785   27.5% 

抵抗溶接機器 2,881,353 3,133,146    8.7% 

シ ス テ ム   945,873   826,606 △ 12.6% 

そ の 他 659,737 319,954 △ 51.5% 

合  計 6,467,614 6,804,492    5.2% 

 （注）１．金額には、消費税等は含んでおりません。 

２．販売数量は、製品種類が多岐にわたり表示が困難なため省略いたしました。 

３．従来「精密接合機器」としていた製品種類を、当中間連結会計期間より「抵抗溶接機器」に変

更いたしました。 

 




